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１ 「見える化」分析の要旨 

  ◆ 高齢化の進展、特に後期高齢者人口の増加により増大する医療需要に適切に応え、将来にわたって東京の医 

   療提供体制を維持・発展させていくため、保健医療計画の策定プロセスの中で５疾病５事業及び在宅療養までの 

   施策を総点検。 
 

  ◆  ５疾病のうち都民の主要死因１位となり、今後も増加が見込まれる「がん」に焦点をあて、都民の視点及び保 

   健・医療提供体制の双方向から分析を行い、取組の方向性を検証し、予防・早期発見、急性期から回復期、在宅 

   療養に至る切れ目のない医療連携体制を構築し、患者・家族をはじめとする都民全体が「がん」と共生できる社会 

   の構築を目指す。 
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【がんにおける都民の意識と医療提供体制】 

 ① 都民の動向 

 ・ 「がん」が見つかったきっかけは、「痛み、吐き気、下血、吐血、しこり等の何らかの自覚症状」が最も高い。 

 ・ 自覚症状があって初めて医療機関にかかる傾向にあり、都民のがん検診受診率は、いまだ50％未満。 
 

 ・  「がん」にかかった場合、「専門的な治療を提供する機器や施設を備えた病院が整備されている」ことが望む都民 

  が最も多く、かかりつけ医はいない、若しくはかかりつけ医がいてもがんについて特に相談していない。 
 

 ・ 医療機関へはフリーアクセスとなっており、高度な専門医療を提供する医療機関が集積している区中央部に集中 

  する傾向。 

  



２ 取組の評価 

 ・ 都におけるがん対策について、①がん検診受診率の向上、②がん医療提供体制の整備、③がんとの共生のため 
  の医療・支援体制、④緩和ケア医療提供の充実、の４分野に大別して、現状と課題について分析評価 
 

 ① がん検診受診率の向上 
    【課  題】 ・ 受診率が目標の50％に達していない 
    【評  価】 ・ がん検診受診におけるメリット・デメリットや精密検査対象となったら必ず精密検査を受ける必要が 
            あることについて、より一層の都民の理解や、職域における検診の実施状況の把握等が必要 
 

 ② がん医療提供体制の整備 
    【課  題】 ・ 拠点病院に多くのがん患者が集中 
    【評  価】 ・ 患者に身近な医療機関も含めた連携の促進、患者に対するリハビリテーションの提供体制の実態 
            の把握、がんに関する都民への情報提供など、一層の充実が必要 
 

 ③ がんとの共生のための医療・支援体制 
     【課  題】 ・ 小児がんやＡＹＡ世代のがんは希少であり、事例が十分に蓄積されていない。 
             ・ がんと診断された人の約25％が退職を選択。 
     【評    価】 ・ 小児がんやＡＹＡ世代のがんについて、その把握と適切な診療・支援体制を構築が必要 
                                  ・ 自宅や職場に近いところで、働きながら治療を受けられる連携体制の整備が必要 
 

 ④ 緩和ケア医療提供体制の充実 
     【課   題】 ・ 患者の３～４割は十分な緩和ケアが行われていない。 
     【評   価】 ・ 都民への緩和ケアに対する理解、緩和ケア病棟の役割の明確化と機能分化の促進、在宅でも 
            緩和ケアを担う看護師など医療従事者や介護従事者の育成が必要 
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 ② 医療提供体制の現状 

 ・ 都内の病院数は、全国で最多で、200床未満の中小病院は全体の69.7％ 

 ・ 特に高度な診療機能を有する医療機関は区中央部に集中 

 ・ 医療資源投入量等から推計される2025年の病床の必要量は、高度急性期・急性期機能と回復期・慢性期機能で 

  約５割ずつとなっている一方、現状、医療機関の自己申告に基づく病床機能報告では、回復期・慢性期機能の病床 
  数は約３割 



３ 今後の取組の方向性 

 ・ 中長期的な視点に立ち、データの分析、区市町村や医療機関における現状や取組状況、がん患者及び家族の 

  ニーズを詳細に把握・検証し、結果を踏まえ、がん対策を戦略的に展開。 
 

 ① がん検診受診率の向上 
  ・ レセプトデータや区市町村の検診データ等を収集・分析し、区市町村等へ提供 
  ・ 分析結果や受診率の見える化を進め、区市町村における受診率向上に向けた取組を促進 
 

 ② がん医療提供体制の整備 
  ・ 地域のがん医療等の充実に向けた取組を推進 
  ・ 診断されたときからのがんリハビリテーションの提供体制を検討 
  ・ ＩＣＴを活用した患者情報を共有する地域医療連携ネットワークの構築を検討 
  ・ 地域の医療機関で可能な治療や医療体制など、都民への情報提供の内容を充実 
 

 ③ がんとの共生のための医療・支援体制 
  ・ 小児・ＡＹＡ世代患者の支援の充実を図るため、小児と成人の診療科との連携体制を構築   
  ・ 働きながら治療を受けられるよう、相談支援体制や職場や自宅の近くで治療可能な医療提供体制の整備を検討 
  ・ 高齢のがん患者の支援の充実に向けた地域の連携体制の整備、意思決定支援のあり方等について検討 
 

 ④ 緩和ケア医療提供体制の充実 
  ・ 病院内の緩和ケアチームと 他の部門等との連携強化 
  ・ 円滑な在宅緩和ケアへの移行に向けた医療機関間の患者情報の共有化の検討 
  ・ 地域の医療従事者や介護従事者等、緩和ケアに携わる人材を育成 
 
 

◆ 取組の成果を都民にも普及し『がん患者を含めた都民が、がんを知り、がんの克服を目指す』社会を構築 
 
◆ さらに、がんにおける分析や取組を、脳卒中、心血管疾患、糖尿病などの疾病や救急医療、災害医療、 
 へき地医療、周産期医療、小児医療にも応用し、都の医療提供体制を充実 
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「序章 人口動向と都民の健康状況」 概要 
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【人口動向と都民の健康状況】 

 ・ 都民の将来人口は年少人口の割合は減少を続ける一方、高齢者人口の割合は増加を続け、 2040年には、およそ都民 

  の３人に１人が65歳以上の高齢者になると予測。 

 ・ 都における平均寿命は、平成22年には男性79.82年、女性86.39年と、昭和45年と比べて男女とも10年近く延伸している 

  が、高齢化に伴い、都民の死亡数及び死亡率（人口千対）は増加。 

 ・ 死因別で見ると、近年、死因は大きく変化し、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が上位を占め、がんに 

  よる死亡者数は年々増加。 

 ・ 都民のがん死亡者数は、全死亡者数の30.0％を占め、そのうち約85％が65歳以上となっており、年齢階級別によるがん 

  罹患率も、年齢に合わせて上昇し、特に50歳代頃から大きく上昇。 

【ユニット分析の方向性】 

 ◆ 高齢化の進展、特に後期高齢者人口の増加により増大する医療需要に適切に応え、将来にわたって東京の医療提供体 

  制を維持・発展させていくため、保健医療計画の策定プロセスの中で５疾病５事業及び在宅療養までの施策を総点検。 

 ◆  ５疾病のうち都民の主要死因１位となり、今後も増加が見込まれる「がん」に焦点をあて、都民の視点及び保健・医療提 

  供体制の双方向から分析を行い、取組の方向性を検証し、予防・早期発見、急性期から回復期、在宅療養に至る切れ目の  

  ない医療連携体制を構築し、患者・家族をはじめとする都民全体が「がん」と共生できる社会の構築を目指す。 

 ◆ さらに、がんにおける分析や取組を、脳卒中、心血管疾患、糖尿病などの疾病や救急医療、災害医療、へき地医療、周 

  産期医療、小児医療にも応用。 



◆ このうち、特に、予防・早期発見から入院治療・通院・在宅医療、看取り期を通じた保健・医療提供体制を構築し 
 ながらも、５疾病のうち 都民の主要死因１位であり、今後も、高齢化に伴い患者数や死亡者数が増加することが 
 見込まれる 「がん」 に特に焦点をあて、取組をさらに分析し、今後の方向性について検証する。 

◎ 『誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる「東京」』の実現に向けた取組を具現化し、推進するため、 
 『第７次東京都保健医療計画』を策定。 
  策定に当たり、保健医療施策全体について、今後の方向性を明らかにするため、現状の取組を評価・分析 
 

Level １ Level ２ Level ３ 
第７次東京都保健医療計画 

における取組 

難病患者等支援及び血液・臓
器移植対策 

生涯を通じた健康づくりの推進 

切れ目のない保健医療体制の
推進 

歯科保健医療 

感染症対策 

医療安全の確保等 

保健医療を担う人材の確保と
資質の向上 

保健施策 

健康づくり対策 

健康づくりの推進 

自殺総合対策 

難病等対策 
ウイルス肝炎対策 

難病対策 
臓器・骨髄移植・血液対策 

医療施策 

医療体制の整備 

脳卒中 
心血管疾患 
糖尿病 
精神疾患 
救急医療 
災害医療 
へき地医療 
周産期医療 
小児医療 
在宅療養 

リハビリテーション医療 
  外国人医療 

   歯科保健医療 
感染症対策 

医療法等の施行 
医療法等施行事務（医療安全対策等） 

遺体検案・解剖 

医療人材の養成・確保 
保助看法等の施行  

看護職員養成・定着・再就業 

医療人材確保等 

たばこ対策の推進  

がん    

がん予防対策の推進  
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東京の将来人口 

◆ 東京の将来人口は、年少人口の割合は減少を続ける一方、高齢者人口の割合は増加 

◆ 2040年には、およそ都民の３人に１人が65歳以上の高齢者と予測される。 
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年齢３区分別人口の推移と将来人口推計（東京都） 

将来人口 

高齢者人口（65歳以上） 

生産年齢人口（15歳以降65歳未満） 

年少人口（15歳未満） 

高齢者人口割合 

（1,352万人） 
（1,398万人） （1,394万人） 

資料：総務省「国勢調査」等より作成（平成32年以降は平成27年国勢調査結果をもとにした東京都政策企画局による推計） 
（注）（  ）内は総人口。四捨五入や、実績値の総数には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。 
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平均寿命の推移（東京都・全国） 

◆ 都の平均寿命は、2012年には男性79.82年、 

 女性86.39年となっており、1970年と比べて男女 

 とも10年近く延伸。 

◆全国についても、年々延び、2017年には男性 

 80.75年、女性86.99年に達した。 
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都民の死亡数及び死亡率の推移 

◆ 都民の死亡数及び死亡率は、高齢化に伴い増加傾向。 

◆ 2016年の死亡数は113,415人、死亡率は8.6 
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都民の死因別死亡率の推移 

◆ 近年、死因は大きく変化し、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が死因の上位を占めている。 
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◆ 特に、都民のがんによる死亡者数は、1977年以降、死因の第１位となっており、年々増加している。 

出典：「人口動態統計（平成28年）」（東京都福祉保健局） 
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がんによる死亡者数の推移（東京都） 

がん死亡者数年次推移（東京都） 
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悪性新生物 

（がん） 

372,986人 

28.5% 

心疾患 

198,006人 

15.1% 

肺炎 

119,300人 

9.1% 

脳血管 

疾患 

109,320人 

8.4% 

老衰 

92,806人 

7.1% 

不慮の事故 

38,306人 

2.9% 

その他 

377,024人 

28.8% 

平成28年 
1,307,748人 

がんによる死亡者数（東京都・全国） 

◆ 2016年における都民の全死亡者約11万３千人のうち、がんによる死亡者数は約３万４千人で全死亡者数の 

 30.0％を占めている。 

◆ 一方、全国の全死亡者数におけるがんによる死亡者数の割合は28.5％で、都の方がやや高くなっている。 
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悪性新生物

（がん）  

34,017人 

 30.0% 

心疾患 

16,992人  

15.0% 肺炎 

9,981人 

8.8% 

脳血管 

疾患 

8,740人 

7.7% 

老衰, 

7,811人 

6.9% 

不慮の事故 

 2,507人 

2.2% 

その他, 

33,367人 

 29.4% 

平成28年 
113,415人 

出典：「人口動態統計（平成28年）」（東京都福祉保健局） 

主要死因別死亡者数（東京都及び全国） 

（東京都） （全国） 
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年齢層別がん死亡数（東京都） 

◆ 都民のがんによる死亡者数は、65歳以上の割合が約85％となっている。 
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15～39歳 
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4,909人 

14.4% 

65～74歳 

8,880人 

26.1% 

75歳以上 

19,951人 

58.7% 

年齢層別がん死亡数（東京都） 

出典：「人口動態統計（平成28年）」（東京都福祉保健局） 
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◆ 都民の年齢階級別のがん罹患率は、男女とも年齢に合わせて上昇し、特に50歳代頃から大きく上昇している。 

がん年齢階級別罹患率（東京都） 
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出典：「東京都のがん登録（2012年奨励報告書）」（福祉保健局） 
   （平成29（2017）年３月１日時点データ 
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  東京の「2025年の医療～グランドデザイン～」の実現に 
  向けた４つの基本目標 

○ 高齢化の進展、特に後期高齢者人口の増加により増大する医療需要に適切に応え、 
 将来にわたって東京の医療提供体制を維持・発展させていくことが必要 

○ このため、「東京都地域医療構想」には、2025年の医療の姿として、グランドデザインと 
 その実現に向けた４つの基本目標を設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる「東京」 

   Ⅰ 高度医療・先進的な医療提供体制の将来にわたる進展 
         ～大学病院等が集積する東京の「強み」を生かした、医療水準のさらなる向上～ 

    Ⅱ 東京の特性を生かした切れ目のない医療連携システムの構築 
         ～高度急性期から在宅医療に至るまで、東京の医療資源を最大限活用した医療連携の推進～ 

    Ⅲ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実 
         ～誰もが住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域全体で治し、支える「地域完結型」医療の確立 

 ～    Ⅳ 安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成 
         ～医療水準の高度化に資する人材や高齢社会を支える人材が活躍する社会の実現～ 

４
つ
の

基

本

目

標

 

序章 人口動向と都民の健康状況  
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       がんに対する都民の意識と医療    
      提供体制の現状 
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第１章 



【都の保健医療資源の現状】 

 ・ 都内の病院数は、全国最多だが、人口１０万対では、病院数は全国42位、病床数は全国44位となっている。 
 

 ・ 高度な診療機能を有する医療機関が集積する一方で、200床未満の中小病院が全体の約７割を占めている。 
 

 ・ 主な医療機関は、区中央部、区西部、区西南部に集中しており、特に高度な診療機能を有する医療機関は区中 
  央部に集中している。 
 

 ・ 医療資源投入量等から推計される2025年の病床の必要量は、高度急性期・急性期機能と回復期・慢性期機能で 
  約５割ずつとなっている一方、現状、医療機関の自己申告に基づく病床機能報告では、回復期・慢性期機能の 
  病床数は約３割 
 

 ・ 都内における医師数は毎年増加しており、人口10万対で全国４位となっている。一方、看護師数も増加している 
  ものの人口10万対では全国43位となっている。 
 

  

「第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状」 概要 
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【都民の意識から見た現状】 

 ・ 「がん」が見つかったきっかけは、「痛み、吐き気、下血、吐血、しこり等の何らかの自覚症状」が最も高くなってお 
  り、自覚症状があって初めて医療機関にかかる傾向。都民のがん検診受診率は、増加傾向のあるものの、いまだ 
  50％未満。 
 

 ・ 「がん」にかかった場合には、「専門的な治療を提供できる機器や施設を備えた病院」や「がん医療について専門 
  的な知識を有する医師や看護師などの医療従事者がいること」を望んでおり、急性期から回復期にかけて、患者は 
  高度な専門医療を提供する医療機関が集積している区中央部に集中する傾向。 
 

 ・ 一方、都民の約３分の１が、在宅で療養できる環境を望んでおり、がん医療を提供する病院・地域の病院・かかり 
  つけ医などが連携して、安心して受診や転院可能な在宅療養できる環境を望んでいるが、家族への負担等の理由 
  から実現可能だと思う者はそのうち約４分の１となっている。 
 

 ・ また、都民の約４割が自宅で最期を迎えたいと思っているが、自宅で亡くなる方は約２割となっており、約７割は 
  病院で亡くなっている。 
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「がん」が見つかったきっかけ 

◆ 最初に「がん」が見つかったきっかけとしては、「痛み、吐き気、下血、吐血、しこり等の何らかの自覚症状」が 

  37.2％と最も多く、健康診断やがん検診がきっかけで見つかった割合を上回っている。 

2.8% 

2.8% 

8.4% 

8.7% 

9.5% 

10.4% 

20.2% 

37.2% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他 

無回答 

自治体（区市町村）が行うがん検診 

勤務先や加入している健康保険組合等が行う健康診断・がん

検診 

診療拠点病院でがん以外の疾患の治療・受診中に異常が発

見された 

自ら医療機関や健診機関で受けた人間ドッグや健康診断・が

ん検診 

診療拠点病院等の医療機関でがん以外の疾患の治療・受診

中に異常が発見された 

痛み、吐き気、下血、吐血、しこり等の何らかの自覚症状 

健康診断・がん検診がきっかけ
で見つかった割合 27.5％ 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る患者・家族調査報告書（平成29年3月）」（東京都福祉保健局） 



15.5% 

16.3% 

19.6% 

23.1% 

33.3% 

38.9% 

41.3% 

50.1% 

61.8% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

住み慣れた家庭や地域療養できるような在宅医療の体制が整っ

ていること 

がん医療に関する情報を容易に収集できる窓口や手段が整っ

ていること 

自分が望む療養場所が、自分の意思で選択できること 

がん患者や家族が、治療法や不安なことを気軽に相談できる窓

口があること 

高度ながん医療を提供する病院、地域の病院、かかりつけ医な

どが連携し、安心して受診や転院ができる体制が整っていること 

自分の症状や治療法について、他の病院の医師に意見を求め

られる（セカンドオピニオン）体制が整っていること 

がんによる身体的苦痛や精神的な不安をすぐに軽減してくること 

がん医療について専門的な知識を有する医師や看護師などの

医療従事者がいること 

専門的な治療を提供する機器や施設を備えた病院が整備され

ていること 
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「がん」にかかった場合、整っていることが望ましい環境 

◆ 「がん」にかかった場合、「専門的な治療を提供する機器や施設を備えた病院が整備されている」 が 

 61.8％と 最も多く、次いで、「がん医療について専門的な知識を有する医師や看護師などの医療従事者 

 がいること」 （50.1％）、「がんによる身体的苦痛や精神的な不安をすぐに軽減してくれること」 （41.3％） 

 と続く。 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る都民意識調査報告書（平成29年3月）」（東京都福祉保健局） 



出典：「第７次東京都保健医療計画」（東京都福祉保健局） 
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二次保健医療圏間のがん患者の流出入状況 

 ◆ 大学病院本院、特定機能病院が所在する区中央部、区西部、北多摩南部では、都内全域や、隣県３県を中心 

   とした他県からの患者も多く入院。 

 ◆ 回復期においても同様の受療行動となっており、引き続き、大学病院本院や特定機能病院にかかっているも 

   のと推測される。 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



（参考）全疾患 

◆ 高度急性期、急性期、回復期は、大学病院本院、特定機能病院が所在する区中央部、区西部、北多摩南部 

 では、都内全域やは隣県３県を中心とした他県からの患者が多く入院。 

◆ 一方、慢性期は、療養病床の多い西多摩、南多摩及び北多摩北部で都内全域から患者を受けいれている。  

出典：「第７次東京都保健医療計画」（東京都福祉保健局） 
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第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



在宅療養の希望の有無 

◆ 平成28年保健医療に関する世論調査によると、在宅療養を希望する者は、約３分の１となっているものの、その 

  うち半数以上が家族に負担をかける（74.1％）、急に病状が変わったときの対応が不安（44.3％）等といった理由 

  から実現は難しいと考えている。 

23 

そう思う 
32.2% 

そう思わな

い 
 38.2% 

わからない 
29.0% 

在宅療養の希望の有無 

実現可

能だと

思う 
26.8% 

実現は

難しい

と思う 
54.7% 

わから

ない 
18.3% 

在宅療養の実現性 

出典：「保健医療に関する世論調査（平成28年10月調査）」（東京都生活文化局） 

1.3% 

1.4% 

8.6% 

10.7% 

16.2% 

19.0% 

20.7% 

26.5% 

44.3% 

74.1% 

0.0% 50.0% 100.0%

特に理由はない 

その他 

往診してくれる医師がいないから 

訪問看護や介護の体制が不十分だ

から 

お金がかかるから 

看護や介護してくれる家族がいない

から 

療養できる部屋やトイレなど住宅環

境が整っていないから 

在宅医療や在宅介護でどのようなケ

アを受けられるかわからないから 

急に病状が変わったときの対応が

不安だから 

家族に負担をかけるから 

在宅療養の実現は難しいと思う理由 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



資料： 東京都「平成27年度高齢者施策に関する都民意識調査」 資料： 厚生労働省「平成27年人口動態調査」（東京都分） 

看取りに対する都民の意識 

◆ 約４割の者が自宅で最期を迎えたいと思っているが、死亡場所の内訳をみると、病院が約７割で、 

 自宅は２割弱となっている。 
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第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



25 

かかりつけ医の有無 

◆ 都民のかかりつけ医の有無を見ると、「かかりつけの医師がおり、現在のがんの状態や治療状況について 

 話したり相談したりする」が42.7％と最も多いが、かかりつけ医はいない、若しくはかかりつけ医がいてもがん 

 については特に相談していない者が過半数。 

32.8% 21.9% 42.7% 2.7% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にかかりつけの医師はいない 

かかりつけの医師はいるが、現在のがんの状態や治療状況について話したり相談したりすることはない 

かかりつけ医の医師がおり、現在のがんの状態や治療状況について話したり相談したりする 

無回答 

かかりつけ医の有無 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る患者・家族調査報告書（平成29年3月）」（東京都福祉保健局） 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



○医療サービスの提供体制の特徴 
 

 ① 自由開業制 

 ② 患者は医療機関へフリーアクセス 

 ③ 医療従事者の資格制度及び医療施設の人員配置基準や構造基準が定められている 

 ④ 医療計画にもとづく病院病床数の規制 

 ⑤ 医療計画により医療圏を定めるほか５疾病５事業及び在宅医療に係る提供体制等を確保 

日本の医療制度の概要 

◆ 医療法では、医療機関は自由開業制であり、その開設は構造や人員体制など法令違反がない場合には 

 許可される。医療機関は、医療保険による診療報酬を基本として運営している。 

  病床数制度、医療監視のほか、行政の権限による規制は少ない。 

○日本の医療保険制度の特徴 
 

 ① 国民誰もが公的医療保険制度に加入する義務を負っている国民皆保険体制 

 ② 患者は医療機関では一部負担さえ払えば医療サービスが受けられる現物給付制 

 ③ 保険診療と自由診療の組み合わせである混合診療の原則的禁止 

 ④ 医療機関に対して原則として診療内容と頻度に応じた診療報酬が支払われる出来高払制 

 ⑤ 診療行為に対して基本的に全国同一の価格を厚生労働省が制定 

26 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



○医師法 （昭和23年10月施行） 
 

 医師の任務，免許，試験 ，業務，臨床研修，審議会および医師試験委員，義務，罰則などについて規定 

○医療法 （昭和23年10月施行） 
 

  医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するために必要な事項、医療の安全を確保する 
 ために必要な事項、病院、診療所及び助産所の開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の 
 整備並びに医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために必要な事項を規定 

 ※ 都は、医療法に基づいて、都における医療提供体制の確保を図るための計画（「医療計画」）を策定 

○保健師助産師看護師法 （昭和23年10月施行） 
 

 保健師，助産師，看護師の各職種の定義，免許，試験，学校・養成所，業務などについて規定 

主な根拠法令等 

◆ 医療施策は、医療機関の開設や管理、医療安全等に基づいて実施されている。 

○地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 
 

  医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定すること、消費税増収分を 
 活用した基金を都道府県に設置し、都道府県が策定する事業計画に記載した事業 （病床の機能分化・ 
 連携や在宅医療・介護の推進などの事業） を推進することなどについて規定 

 ※ 都は、この法律に基づいて、基金を活用した、都における医療及び介護の総合的な確保のための事業の実施に関する 
   計画 （「都道府県計画」） を策定 
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第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



都内医療機関の状況と全国との比較 

◆ 都内の病院数は、651施設となっており、全国で最多。このうち、200床未満の中小病院は454施設となって 

 おり、全体の69.7％を占めている。 

◆ 民間病院の割合は90.6％で、全国と比較して高くなっている。 

◆ また、高度な診療機能を有する医療機関が集積しており、15の特定機能病院が都内に所在。 

施設種別 東京都 全国 
区部 多摩・島しょ 

病院数 
（10万対） 

651 
（4.8） 

429 
（4.6） 

222 
（5.2） 

8,442 
（6.7） 

病院病床数 
（10万対） 

128,351 
（942.1） 

80,032 
（853.7） 

48,319 
（1137.2） 

1,561,005 
（1229.8） 

一般診療所数 
（10万対） 

13,184 
（96.8） 

10,129 
（108.0） 

3,055 
（71.9） 

101,529 
（80.0） 

【病院・診療所数】 

・病院数は全国最多。人口10万対では、病院、病床数は、それぞれ全国42位、44位 

病床数 病院数 割合 全国 

総数 651 100.0％ 100.0％ 

 ～99床 255 39.2％ 36.0％ 

 100～199床 199 30.6％ 32.6％ 

 200～299床 59 9.1％ 13.5％ 

 300～399床 53 8.1％ 8.4％ 

 400～499床 36 5.5％ 4.6％ 

 500床 49 7.5％ 5.0％ 

【都内病院の病床規模】 

・200床未満の中小病院が454病院で全体の約７割 

【開設者別病院数】 

・民間病院の割合は、全国２位 

東京都 全国 

国、公的病院等 9..4％ 18.9％ 

民間病院 90.6％ 81.1％ 

【高度医療を担う病院数】 

・高度医療を担う医療機関は、東京に集積 

東京都 全国 

特定機能病院※ 15 84 

（参考）医学部・医科大学 13 80 

※ 高度医療の提供や研修等の実施能力、紹介率、病床規模、 
 人材配置、構造設備等国の定める要件を満たし、厚生労働大臣 
 が承認した病院 

出典：「平成28年医療施設調査」（厚生労働省） 
28 

第１章 がんに対する都民の意識と医療提供体制の現状 



東京都の主な医療機関 

   

特定機能病院・救命センター

特定機能病院

救命センター

その他（一般300床以上）

奥多摩町

檜原村

青梅市

日の出町

あきる野市

八王子市

瑞穂町

羽村市

福生市

武蔵村山市
東大和市

清瀬市

東久留米市

西東京市

立川市

昭島市

国立市

日野市

多摩市

町田市

稲城市

府中市

国分寺市

小平市

小金井市

三鷹市

武蔵野市

調布市

練馬区

杉並区

世田谷区

板橋区

中野区

目黒区

大田区

北区

豊島区

新宿区

渋谷区

品川区

港区

千代田区

中央区

江東区

江戸川区

墨田区台東区文京区

荒川区 葛飾区

足立区

東村山市

1

5

1

1

1

1

狛江市

区中央部 基準病床5,258床・既存病床13,426床（8,168床過剰）

区東部 基準病床8,329床・既存病床8,317床（12床不足）

区南部 基準病床8,091床・既存病床8,082床（9床不足）

区西南部 基準病床9,847床・既存病床9,840床（7床不足）

南多摩 基準病床10,144床・既存病床10,157床（13床過剰） 北多摩南部 基準病床7,285床・既存病床7,358床（73床過剰）

西多摩 基準病床3,017床・既存病床4,143床（1,126床過剰）

北多摩西部 基準病床3,844床・既存病床4,167床（323床過剰）

北多摩北部 基準病床5,252床・既存病床5,474床（222床過剰）
区西北部 基準病床14,218床・既存病床14,219床（1床過剰） 区西部 基準病床10,548床・既存病床10,520床（28床不足）

区東北部 基準病床9,617床・既存病床9,608床（9床不足）
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凡例

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 東京都立墨東病院 救 墨田区 719

2 同愛記念病院 － 墨田区 373

3 財団法人 癌研究会 有明病院 特 江東区 700

4 昭和大学附属江東豊洲病院 － 江東区 300

5 仁生社江戸川病院 － 江戸川区 418

6 東京臨海病院 － 江戸川区 400

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 武蔵野赤十字病院 救 武蔵野市 591

2 杏林大学医学部付属病院 特・救 三鷹市 1,121

3 東京都立多摩総合医療センター 救 府中市 705

4 東京都立小児総合医療センター － 府中市 347

5 東京都立神経病院 － 府中市 304

6
財団法人日本心臓血圧研究振興会
附属榊原記念病院

－ 府中市 320

7 東京慈恵会医科大学附属第三病院 － 狛江市 534

※病床は許可病床数

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 駿河台日本大学病院 救 千代田区 320

2 三井記念病院 － 千代田区 482

3 東京逓信病院 － 千代田区 477

4 国立がんセンター中央病院 特 中央区 578

5
学校法人聖路加国際大学聖路加国
際病院

救 中央区 520

6 東京慈恵会医科大学附属病院 特 港区 1,026

7 東京都済生会中央病院 救 港区 535

8
国家公務員共済組合連合会虎の門
病院

－ 港区 860

9 北里研究所病院 － 港区 329

10 順天堂大学医学部附属 順天堂医院 特 文京区 1,005

11 日本医科大学付属病院 特・救 文京区 870

12 東京医科歯科大学 医学部附属病院 特・救 文京区 712

13 東京大学医学部附属病院 特・救 文京区 1,163

14 都立駒込病院 － 文京区 803

15 永寿総合病院 － 台東区 400

9  

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 昭和大学病院 特・救 品川区 815

2 NTT東日本関東病院 － 品川区 577

3 東芝病院 － 品川区 308

4 東邦大学医療センター 大森病院 特・救 大田区 912

5 東京労災病院 － 大田区 400

6 東京都保健医療公社荏原病院 － 大田区 456

7 大森赤十字病院 － 大田区 344

3

7

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 国立病院機構東京医療センター 救 目黒区 730

2 東邦大学医療センター大橋病院 － 目黒区 433

3
国家公務員共済組合連合会東京共
済病院

－ 目黒区 331

4 総合病院厚生中央病院 － 目黒区 320

5 国立成育医療研究センター － 世田谷区 490

6 公立学校共済組合関東中央病院 － 世田谷区 412

7 財団法人日産厚生会玉川病院 － 世田谷区 389

8 自衛隊中央病院 － 世田谷区 420

9 社団法人至誠会第二病院 － 世田谷区 305

10 日本赤十字社医療センター 救 渋谷区 708

11 東京都立広尾病院 救 渋谷区 448

12 JR東京総合病院 － 渋谷区 423

7

3 4

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 慶應義塾大学病院 特 新宿区 1,013

2 東京女子医科大学病院 特・救 新宿区 1,318

3 東京医科大学病院 特・救 新宿区 988

4 国立国際医療研究センター病院 特・救 新宿区 699

5
地域医療機能推進機構東京新宿メ
ディカルセンター

－ 新宿区 520

6
地域医療機能推進機構東京山手メ
ディカルセンター

－ 新宿区 418

7 東京都保健医療公社大久保病院 － 新宿区 304

8 東京警察病院 － 中野区 415

9 医療法人財団健貢会総合東京病院 － 中野区 343

10 河北総合病院 － 杉並区 331

11 立正佼成会附属佼成病院 － 杉並区 320

5

11

7
10

9

2

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 東京都立大塚病院 － 豊島区 508

2
医療法人財団明理会明理会中央総
合病院

－ 北区 311

3 日本大学医学部附属 板橋病院 特・救 板橋区 982

4 帝京大学医学部附属病院 特・救 板橋区 1,035

5 板橋中央総合病院 － 板橋区 579

6 東京都健康長寿医療センター － 板橋区 520

7 東京都保健医療公社豊島病院 － 板橋区 418

8 順天堂大学医学部付属練馬病院 ー 練馬区 400

9
公益社団法人地域医療振興協会練
馬光が丘病院

ー 練馬区 342

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 東京女子医科大学東医療センター 救 荒川区 495

2 博慈会記念総合病院 － 足立区 306

3
東京慈恵会医科大学葛飾医療セン
ター

－ 葛飾区 365

4 東京都保健医療公社東部地域病院 － 葛飾区 314

2

4

3

2

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 青梅市立総合病院 救 青梅市 508

2 公立福生病院 － 福生市 316

3 公立阿伎留医療センター － あきる野市 310

3

2

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 東京医科大学八王子医療センター 救 八王子市 602

2 東海大学八王子病院 － 八王子市 500

3 町田市民病院 － 町田市 447

4 日野市立病院 － 日野市 300

5 日本医科大学多摩永山病院 救 多摩市 401

6
東京都保健医療公社多摩南部地域
病院

－ 多摩市 318

4

6

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 国立病院機構災害医療センター 救 立川市 455

2 国家公務員共済組合連合会立川病院 － 立川市 424

3 立川相互病院 － 立川市 350

4 国立病院機構村山医療センター － 武蔵村山市 303

5

4

4

3

2

6

医療施設名 区分 所在地 病床数

1 公立昭和病院 救 小平市 512

2
東京都保健医療公社多摩北部医療
センター

－ 東村山市 344

3 国立病院機構東京病院 － 清瀬市 460

8

9

7

9

4
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医師数及び看護師数の推移（東京都） 

◆ 都内における医師数及び看護師数は増加傾向。 

◆ 医師数を男女別で見ると、女性の割合が全国と比較して高い状況。特に、比較的若い世代での女性の割合が 

 高くなっている。 
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医師数及び看護師数（人口10万対）の全国との比較 

◆ 人口10万対で見た場合、医師数は全国４位となっているが、看護師数は全国43位となっている。 
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人口10万対医師従事者数 全国４位 
304.2 

人口10万対医師従事者数 全国平均240.1 

人口10万対看護師従事者数 全国平均905.5人 

人口10万対医師従事者数 全国43位 
768.8 
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将来の病床の必要量と現在の病床数の比較 

(40.9%) (23.0%) (6.7%) (29.4%) 

(30.4%) (37.1%) (14.0%) 

105,600床 

113,764床 

(18.5%) 

合 計 

◆ 医療資源投入量等から推計される2025年の病床の必要量は、高度急性期・急性期機能と回復期・慢性期機能 

 で約５割ずつとなっている。 

◆ 一方、医療機関の自己申告に基づく2014年の病床機能報告では、回復期・慢性期機能の病床数は約３割のみ 

 となっている。 
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訪問診療の必要量（推計）（東京都） 

◆ 2025年に向け、在宅医療等の需要は、「高齢化の進展」や「地域医療構想による病床の機能分化・連携」により 

 増加する見込み。 

◆ 平成37年の東京都全体の訪問診療の必要量は、143,924人／日と推計。平成25年に比べて、約1.5倍の必要量 

 となる。  
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出典：第7次東京都保健医療計画 
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第２章  行政の役割分担と都の取組 

34 



「第２章 行政の役割分担と都の取組」 概要 

【国、都、区市町村等の役割分担】 
 

 ・ 医療機関は自由開業制であり、医療保険による診療報酬を基本として運営している。 
 

 ・ 国は、診療報酬制度による政策面からの誘導や基準病床数制度による病床規制のほか、行政的医療の確保の 

  ための財政的支援を行う役割を担っている。 
 

 ・ 都は、医療提供体制確保のための、医療計画の策定、基準病床の運用、補助等による医療機関や区市町村へ 

  の支援を行う役割を担っている。 
 

 ・ 区市町村は、地域住民に密着した保健医療サービス等の総合的・継続的な提供を行う役割を担っている。 

【がん対策における都の取組】 
 

 ・ 都は、東京都がん対策推進計画（第二次改定）において、「がん患者を含めた都民が、がんを知り、がんの克服 

  を目指す」ため、「科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実」、「患者本位のがん医療の実現」、「尊厳を持っ 

   て安心して暮らせる地域共生社会の構築」を目標に掲げている。 
 

 ・ 上記目標を達成するため、がんの予防から早期発見、適切な治療に向けた医療体制の構築、がんと診断された 

  時からの切れ目のない緩和ケアの提供、相談支援・情報提供、小児やＡＹＡ世代、働く世代などライフステージに応 

  じたがん対策を行い、がんとの共生に向けた取組を展開している。 
 

 ・ 福祉保健局においては、予防・早期発見に向けた施策は保健政策部で、医療体制の構築や緩和ケア、ライフス 

  テージに応じたがん対策などは医療政策部で実施している。 
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役割 国 都 区市町村 医療機関 都民 

◎制度づくり（全国的な見地からの医療の確保） 

 ○医療法、医師法、その他関係法令等の施行 ○ 

 ○基準病床数制度、診療報酬を含む医療保険制度、国民皆保険制度 ○ 

 ○基金や補助金等による都道府県等への財政的支援 ○ 

◎都内の医療提供体制の整備・確保 

 ○医療計画の策定、病床の配分等による医療の確保 ○ 

 ○医療機関や区市町村への支援や調整 ○ 

 ○病院への指導監督等による医療安全の推進 ○ 

◎地域住民への保健医療サービスの提供 

 ○健康相談、疾病予防、一般的な傷病等の治療等、住民に密着した保健医療 
   サービス等の総合的・継続的な提供 

○ 

◎良質かつ適切な医療の提供 

 ○医療機関それぞれの機能に応じた役割分担と連携の推進 ○ 

◎都民の適切な受療行動等 

 ○自らの健康状態や疾患について理解 ○ 

 ○保健や医療サービスへの積極的な関与 ○ 

 ○国民皆保険制度（保険料と医療費の一部負担） ○ 

医療施策における国、都、区市町村の役割分担 

◆ 国は、診療報酬制度による政策面からの誘導や基準病床数制度による病床規制のほか、行政的医療の確保 
 のための財政的支援を行う役割を担っている。 

◆ 都は、医療提供体制確保のための、医療計画の策定、基準病床の運用、補助等による医療機関や区市町村へ 
 の支援を行う役割を担っている。 

◆ 区市町村は、地域住民に密着した保健医療サービス等の総合的・継続的な提供を行う役割を担っている。 
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施策展開 主な取組 

①がん検診受診率の
向上 

● 区市町村包括補助事業による財政支援 
 ・個別通知・再勧奨通知に係る経費                 ・電話勧奨のためのコールセンター設置費用 
 ・一次検診機関の精度管理のための調査・会議の経費    ・精密検査の受診勧奨と結果把握のための経費 
 ・精密検査受診勧奨・指導に係る保健師の雇用経費 
 ・土日の検診実施や、受診者の子供の一時預かり等、受診しやすい環境整備の経費 

● 都調整交付金による財政支援 
 ・がん検診と特定健診を同時実施した場合に評価 

● 区市町村が行う検診の精度評価・分析 
● 精密検査結果が医療機関から区市町村へ確実に情報提供される体制整備 
● 職域団体のアドバイザーを活用し、従業員のがん検診受診率向上に取り組む企業を支援 
● 区市町村・企業の機運醸成を図り、自主的な取組を支援 
● 都民や職域におけるがん予防・検診等の実態調査 
● がんの予防や検診に関する普及啓発 

②がん医療提供体制
の整備 

● がん対策推進協議会における総合的な対策の検討 
● がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院、東京都がん診療連携拠点病院への運営費補助 
 ・がん医療に従事する医師等の研修               ・がん診療連携体制の構築 
 ・がん患者や家族等に対する相談支援             ・休日夜間における相談支援の実施 
 ・がんに関する各種情報の収集・提供             ・病理医の養成 
 ・在宅緩和ケアの推進                                                              ・医師向け緩和ケア研修会の実施 
 ・がん患者の就労に関する情報提供や相談支援              ・がん体験者等による相談支援                      など 

● がん診療連携拠点病院等への施設設備費補助 
● 小児がんの診療体制の検討 
● がんポータルサイトによる情報提供 
● がん登録の推進 
● 地域包括ケア病床等への転換、開設支援 

③がんとの共生のため
の医療・支援体制 

● ＡＹＡ世代のがん医療等に関する実態調査、検討 
● がん患者の治療と仕事の両立に関する実態調査、検討 

④緩和ケア医療提供
の充実 

● 緩和ケア医療体制の実態調査、検討 
● 緩和ケア病棟の施設設備整備補 

都のがん対策の施策展開 
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① がん検診受診率の向上 

事業名 所管部 
取組の対
象 

実施
方法 

概要 

H30予算額 
（億円） 

うち国庫
補助額等 

１ 
地域の受診率・精度管理向
上事業（技術的支援） 

保健政策部 区市町村 直営 
科学的根拠に基づくがん検診の受診率向上から精密検
査の受検勧奨、結果の把握まで一体的にがん検診事業
の充実に取り組む区市町村を支援 

０．０３ ０．０１ 

２ 包括補助事業（財政的支援） 保健政策部 区市町村 補助 
 区市町村が主体的に実施する事業に対し支援を行い、
サービスの向上を図る 

２５．００ － 

３ がん検診受診促進事業 保健政策部 
区市町村 
・企業 

直営 
 がん検診をはじめとするがん対策に向けた自治体・企
業の機運醸成を図り、各主体の自主的な取組を推進 

０．０８ ０．０４ 

４ 読影医師等養成事業 保健政策部 
検診機関
等 

委託 

・マンモグラフィ読影医師等養成研修 

マンモグラフィによる乳がん検診に従事する医師や診療
放射線技師の読影・撮影能力の向上を図る 
 
・胃内視鏡従事者研修 

 内視鏡による胃がん検診に従事する医師等への研修
を実施 

０．１４ ０．０７ 

５ 
がん予防・検診受診率向上
事業 

保健政策部 都民 直営 
区市町村が実施している５つのがん検診の受診率向上
を目指し、マスメディアや関係団体等と協働して、がん予
防やがん検診に関する知識の普及を図る 

０．３９ ０．１９ 
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② がん医療提供体制の整備 

事業名 所管部 
取組の
対象 

実施
方法 

概要 

H30予算額 
（億円） 

うち国庫
補助額等 

１ 東京都がん対策推進協議会 医療政策部 － 直営 

都におけるがん患者に対するがん医療の提供の状況等を
踏まえ、都におけるがん対策の推進に関する計画（以下
「東京都がん対策推進計画」という。）及び施策の推進につ
いて協議 

０．０２ － 

２ がん診療連携拠点病院事業 医療政策部 
医療 
機関 

補助 

 がん診療連携拠点病院が、がん医療に従事する医師等
に対する研修、がん患者やその家族等に対する相談支援、
がんに関する各種情報の収集・提供等を行うことで、地域
におけるがん診療連携の円滑な実施を図るとともに、質の
高いがん医療の提供体制を確立 

２．５７ １．１２ 

３ 
東京都がん診療連携拠点病
院事業 

医療政策部 
医療 
機関 

補助 

 都民に広く高度ながん医療を提供する体制を確保するた
め、国の指定するがん診療連携拠点病院と同等の高度な
診療機能を有する病院を東京都がん診療連携拠点病院と
して指定 

 がん患者やその家族等に対する相談支援、がんに関す
る各種情報の収集・提供等を行い、東京都におけるがん医
療水準の向上を図るとともに、安心かつ適切ながん医療提
供体制を確保 

１．０５ － 

４ 
東京都小児がん診療連携推
進事業 

医療政策部 
医療 
機関 

委託 

医療
機関 

 高度な診療提供体制を有する都内の医療機関の専門性
を活かした診療連携体制を確立し、小児の病死原因第一
位である「小児がん」患者に対し、速やかに適切な医療を
提供 

０．１５ ０．０７ 

５ がん登録推進事業 医療政策部 
委託医
療機関 

   都におけるがん医療水準の向上に向け、院内がん登録
実施の拡大・推進のため「院内がん登録室」を設置・運営し、
都内医療機関の院内がん登録データの収集・分析や院内
がん登録実務者を対象とした研修の実施など、院内がん
登録実施機関を支援 

０．０４ ０．０２ 
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事業名 所管部 
取組の
対象 

実施
方法 

概要 
H30予算額 
（億円） 

うち国庫補
助額等 

６ がんポータルサイトの運営 医療政策部 都民 直営 

 「東京都がんポータルサイト」により、患者・家族の医療
機関の選択や療養上の悩みの解決、都民のがんに対す
る理解の促進に役立つよう、がんに関する情報の一元化
と充実を図り、都民が利用しやすい情報提供体制を整備 

０．０１ ０．００ 

７ 
がん診療施設施設設備整備
費補助 

医療政策部 
医療 
機関 

補助 
 がん診療に係る施設設備及び設備整備に要する経費
の一部を助成 

２．１６ ２．１６ 

８ 地域医療構想推進事業 医療政策部 
医療 
機関 

補助 

 病床の整備及び病床機能の転換を行う医療機関に対し、
改修・改築等の施設・設備に要する経費の一部を助成 

 また、開設準備や人員体制の確保に対する経費の一部
を助成 

４８．０７ ４８．０７ 
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④ 緩和ケア医療提供体制の充実 

事業名 所管部 
取組の
対象 

実施
方法 

概要 
H30予算額 
（億円） 

うち国庫
補助額等 

１ 
ＡＹＡ世代等がん患者支援事
業 

医療政策部 
医療 
機関 

直営 
委託 

 様々なニーズをもつＡＹＡ世代のがん患者に対し、その状
況に合ったがん医療等を提供できるよう、ＡＹＡ世代に関す
る実態調査を実施。その結果を踏まえ、ＡＹＡ世代への適
切な医療体制の構築を目指す。 

０．１８ － 

２ 
がん患者の治療と仕事の両
立支援事業 

医療政策部 
医療 
機関 

直営 
委託 

 がん患者における「治療と仕事の両立」を支援し、都民が
ライフスタイルに沿ったがん治療が受けることができるよう、
がん患者の就労等に関する実態調査を実施。その結果を
踏まえ、治療と仕事の両立可能ながん医療提供体制の構
築を目指す。 

０．１２ － 

③ がんとの共生のための医療・支援体制 

事業名 所管部 
取組の
対象 

実施
方法 

概要 
H30予算額 
（億円） 

うち国庫
補助額等 

１ 緩和ケア推進事業 医療政策部 
医療 
機関 

直営 
委託 

 都内医療機関における一層の緩和ケアの充実に取り組
むため、緩和ケアに関する実態調査を実施。その結果を踏
まえ、がん患者が切れ目なく緩和ケアを受けられる体制の
整備を目指す。 

０．２６ － 

２ 
緩和ケア病棟施設設備整備
費補助 

医療政策部 
医療 
機関 

補助  緩和ケア病棟の整備事業に対して経費の一部を助成 ０．０８ － 
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[事] 課長代理 （ 管 理 担 当 ） [事8]
課長代理 （ 調 査 担 当 ） [事]

[健5] 課長代理 （ 計 画 担 当 ） [事6]
課長代理 （ 地 域 保 健 担 当 ） [事5]
課長代理 （ 健 康 危 機 管 理 担 当 ） [医]
課長代理 （ 地 域 保 健 対 策 担 当 ） [事]
課長代理 （ 保 健 指 導 調 整 担 当 ） [健2] 

[医] 課長代理 （ 健 康 推 進 担 当 ） [事4,栄,健]
課長代理 （ 健康づくり企画担当 ） [事]

[事] 課長代理 （ 事 業 調 整 担 当 ） [事3]
[医] 課長代理 （ 自 殺 総 合 対 策 担 当 ） [事3]

地域保健担当部長 [事] 課長代理 （ 成 人 保 健 担 当 ） [事7,栄,健]
課長代理 （ 成 人 保 健 医 療 担 当 ） [医]
課長代理 （ が ん 登 録 担 当 ） [事,看]
課長代理 （ 保 健 栄 養 担 当 ） [事,栄3]

[医] 課長代理 （ 疾 病 対 策 担 当 ） [事5,健]
課長代理 （ 難 病 対 策 医 療 担 当 ） [医2]

[事] 課長代理 （ 在 宅 難 病 事 業 担 当 ） [事]
課長代理 （ 疾 病 対 策 推 進 担 当 ） [事]
課長代理 （ 難 病 認 定 担 当 ） [事8]
課長代理 （ 被 爆 者 援 護 担 当 ） [事4]
課長代理 （ 献 血 移 植 対 策 担 当 ） [事3]

[事] 課長代理 （ 医 療 調 整 担 当 ） [事5]
課長代理 （ 医 療 給 付 担 当 ） [事8]
課長代理 （ 給 付 担 当 ） [事]
課長代理 （ 医 療 助 成 担 当 ） [事5]
課長代理 （ 助 成 担 当 ） [事2]

[事] 課長代理 （ 調 整 担 当 ） [事3]
課長代理 （ 医 療 費 適 正 化 担 当 ） [事]

[事] 課長代理 （ 審 査 請 求 担 当 ） [事3]
課長代理 （ 財 政 統 計 担 当 ） [事6]
課長代理 （ 国民健康保険事業会計担当 ） [事3]
課長代理 （ 区 市 町 村 指 導 担 当 ） [事6]
課長代理 （ 国民健康保険組合指導担当 ） [事4]

【33】 課長代理 （ 後期高齢者医療担当 ） [事4]

[医]
[医]
[医]
[医]
[医]
[医]

【13】

【12】

【12】

【7】

八 丈 出 張 所

少 子 社 会 対 策 部
小 笠 原 出 張 所

障 害 者 施 策 推 進 部

健 康 安 全 部

総 務 課

出 張 所

【110】 多 摩 府 中保 健所
【82】 多 摩 小 平保 健所
【54】 島 し ょ 保 健 所

支 所

高 齢 社 会 対 策 部
大 島 出 張 所 【3】新島支所

三 宅 出 張 所 【3】神津島支所

【84】 多 摩 立 川保 健所

疾 病 対 策 事 業 調 整 担 当 課 長

医 療 助 成 課

国 民 健 康 保 険 課

保 険 財 政 担 当 課 長

保 健 所

【70】 西 多 摩 保 健 所
【60】 南 多 摩 保 健 所

医 療 政 策 部

健 康 推 進 課

福 祉 保 健 局

健 康 推 進 事 業 調 整 担 当 課 長

疾 病 対 策 課

保健政策部[医]

が ん 登 録 担 当 課 長

保健政策部組織図(平成30年度）

総 務 部
保 健 政 策 課

指 導 監 査 部
地 域 保 健 推 進 担 当 課 長

【32】

【27】

【145】

【30】

【22】

【32】

【460】

【4】

都のがん対策の施策展開 
 福祉保健局では、がんに対する取組について、予防に関する施策は保健政策部で、医療に関する施策は 

医療政策部で対応している。 
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課長代理（管理担当）[事5]
課長代理（計画担当）[事5]

　地域医療担当課長[事] 課長代理（保健医療計画担当）[事2]
　保健医療計画担当課長[事] 課長代理（医療改革推進担当）[事3]
　歯科担当課長[医] 課長代理（保健医療情報センター担当）[事]

課長代理（地域医療対策担当）[事6]
課長代理（地域医療連携担当）[事]
課長代理（歯科医療担当）[事2]
課長代理（がん対策担当）[事5]

課長代理（救急医療担当）[事5]
課長代理（小児救急医療担当）[事4]

　医療調整担当課長[医] 課長代理（周産期医療担当）[事]
課長代理（周産期医療システム担当）[事]

　医療改革推進担当部長[医] 課長代理（退院支援担当）[医]
課長代理（災害医療担当）[事4]
課長代理（災害医療調整担当）[事]
課長代理（災害医療推進担当）[事]
課長代理（医療振興担当）[事3]

課長代理（医務担当）[事5]
課長代理（指導調整担当）[事5医5]
課長代理（精神医療施設指導担当）[事]
課長代理（指導担当）[医]
課長代理（医療法人担当）[事6]

庶務担当[事4]
用度担当[事2] 課長代理（人材計画担当）[事6福1医7]

副院長[医] [医11] 業務担当[事3技16]
課長代理（看護学校担当）[事]

[医13] 課長代理（免許担当）[事4医1]
課長代理（養成施設担当）[医]
課長代理（看護担当）[事6医1]

看護専門学校
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医29]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]
庶務担当[事3]

副校長[医] 教務担当[医19]

東京都リハビリテーション病院（東京都医師会指定管理）

心身障害者口腔保健センター（東京都歯科医師会指定管理）

課長代理（地域医療支援センター担当）[事]

保 健 政 策 部

指 導 監 査 部

監 察 医 務 院 [ 医 ]

医 療 政 策 部 [ 事 ]
救 急 災 害 医 療 課 [ 事 ]

健 康 安 全 部

少 子 社 会 対 策 部

生 活 福 祉 部

高 齢 社 会 対 策 部

障 害 者 施 策 推 進 部
南 多 摩 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

板 橋 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

医 療 安 全 課 [ 医 ]

事務 室[事]

監 察 医 室

検 査 科

府 中 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

北 多 摩 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

青 梅 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

荏 原 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

広 尾 看 護 専 門 学 校 [ 事 ]

看 護 人 材 担 当 課 長 [ 医 ]

医療政策部組織図(平成30年度）

総 務 部

医 療 人 材 課 [ 事 ]

医 療 政 策 課 [ 事 ]

福 祉 保 健 局

【23】

【34】

【凡例】

事：事務職

福：福祉職

医：医療職

技：技能職

【52】

【292】

【24】

【31】

【178】
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 ・ 都におけるがん対策は、① がん検診受診率の向上、② がん医療提供体制の整備、③ がんとの共生のため 
  の医療・支援体制、④ 緩和ケア医療提供の充実、に大別して施策を展開している。 
 

 ・ 本章では、上記の ① から ④ について、それぞれ、これまでの取組について、現状を踏まえ、今後の取組に 
  向けた分析を行った。 
 

  ① がん検診受診率の向上 
    【課  題】 ・受診率が目標の50％に達していない 
    【評  価】 ・がん検診受診におけるメリット・デメリットや精密検査対象となったら必ず精密検査を受ける必要  
                     があること等について、より一層の都民の理解や、指針に基づく検診の実施、精密検査対象者の 
           受診状況と結果の把握、職域における検診の実施状況の把握や精度管理の促進が必要 
 

  ② がん医療提供体制の整備 
    【課  題】 ・拠点病院に多くのがん患者が集中 
    【評  価】 ・拠点病院だけでなく、患者に身近な医療機関も含めた連携の促進、がん医療に携わる様々な 
           職種におけるチーム医療の提供の充実、患者に対するリハビリテーションの提供体制の実態の 
           把握、拠点病院等の機能や治療方法、在宅も含めた医療提供体制などに関する情報提供など、 
           一層の充実が必要 
 

  ③ がんとの共生のための医療・支援体制 
     【課  題】 ・小児がんやＡＹＡ世代のがんは希少であり、事例が十分に蓄積されていない。 
             ・がんと診断された人の約25％が退職を選択。 
     【評    価】 ・小児がんやＡＹＡ世代のがんについて、その把握と適切な診療・支援体制を構築が必要 
                                  ・自宅や職場に近いところで、働きながら治療を受けられる連携体制の整備が必要 
 

  ④ 緩和ケア医療提供体制の充実 
     【課   題】 ・患者の３～４割は十分な緩和ケアが行われていない。 
     【評   価】 ・都民への緩和ケアに対する理解、緩和ケア病棟の役割の明確化と機能分化の促進、在宅 

           でも緩和ケアを担う看護師など医療従事者や介護従事者の育成 

「第３章 都の取組の評価」 概要 
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【受診率向上に向けた関係機関支援の推進】 
 

■ 効果的な受診率・精度管理向上に取り組む区市 
 町村に対する財政支援や好事例等の情報提供 
 

■ 職域団体と連携した各企業等のがん検診受診率 
 向上への取組支援 
 

■ 都民や職域に関するがん予防・検診等の実態 
 調査 

【がん検診受診に関する普及啓発の推進】 
 

■ がん種に応じたイベント等の実施 
 ・ 区市町村と連携したピンクリボンイベント 
 ・ 民間団体との協働によるウォーキングイベント 
 ・ 成人式を活用したキャンペーン 
 

■ 区市町村や企業のがん対策促進に向けた機運 
 の醸成 

【科学的根拠に基づく検診実施に向けた支援の推進】 
 

■ 効果的な受診率・精度管理向上に取り組む区市 
 町村に対する財政支援や人材育成 
 

■  「がん検診の精度管理のための技術的指針」 等 
 の活用による技術的支援に加え、区市町村が医療 
 機関での精密検査結果を把握するための仕組みを  
 構築し、区市町村が実施するがん検診の精度評価 
 

■ がん登録の推進 

● がん検診受診率【①－Ａ】 
  上昇傾向にあるものの、平成28年時点では、いずれも
40％前後にとどまっている。 
  ・胃がん（39.8％）、肺がん（37.2％）、大腸がん（41.9％）、 
   子宮頸がん（39.8 ％）、乳がん（39.0 ％） 

 
● がん検診精密検査受診率【①－Ｂ】 
  国の計画において、90％の目標が新たに設定された
が、都における受診率はいずれも90％に達していない。 
  ・胃がん（70.6％）、肺がん（66.2％）、大腸がん（54.6％）、 
   子宮頸がん（58.6 ％）、乳がん（77.4 ％） 

取組 分析評価 

取組の評価【① がん検診受診率の向上】 

◆ がん検診は定期的な受診に意義があること、偽陽・ 
  陰性、過剰診断などのデメリットよりも受診のメリットが 
  高いこと、精密検査対象となったら必ず精密検査を受 
  ける必要があること等について、理解が未だ不十分。 
 
◆ 東京は特に勤労者が多いが、職域の検診において 
  は、制度上の位置づけが明確でなく、実施状況の把握 
   や精度管理が不十分。 
 
◆ 指針に基づくがん検診を実施していない区市町村や 
  精密検査対象者の受診状況や結果の把握が不十分 
  な区市町村がある。 
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◆ がん検診の受診率は、平成７年度と平成27年度を比較すると、胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん 

 及び乳がんとも増加 

◆ 長期的に見て上昇しているものの、『全てのがん検診受診率50％』の目標には達していない。 

・40歳（子宮頸がんは20歳）以上の全国平均受診率。 
・胃、肺、大腸がんは、過去1年間の男女計受診率。 
・子宮頸、乳がんは、国指針（平成20年3月）で2年に1回の受診とされており、 
 平成22年以降の調査結果では過去2年間の受診率が公表。平成19年以前は過去 
 １年間の受診率（※）のみ公表されているため、参考値として表示。 

出典：がん検診受診率データ（国立がん研究センターがん情報センター） 

出典：「老人保健法等に基づく健康診査及びがん検診の対象人口率調査」及び 
   「健康増進法に基づくがん検診の対象人口率等調査」（福祉保健局） 

【東京都】 （参考）  【全国】 

がん検診の受診率【①－Ａ】  

第３章 都の取組の評価 
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＜がん検診精密検査受診率＞ 【①－Ｂ】   
 ・ がん検診の精密検査受診率は、胃がん70.6％、肺がん66.2％、大腸がん54.6％、子宮頸がん58.6％、乳がん 
  77.4％となっており、がん種によりばらつきがある。 

 ・ なお、国の第３期がん対策推進基本計画では、精密検査受診率の目標値を90％にすることが盛り込まれてい 

  る。 

出典：都道府県別がん検診プロセス指標データ 
   （国立がん研究センターがん情報センター） 

出典：福祉保健局調べ（がん検診精度管理評価事業より） 

【東京都】 （参考）  【全国】 

① がん検診受診率の向上 
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＜がん予防対策における国、都、区市町村等の役割分担＞  

① がん検診受診率の向上 

役割 国 都 区市町村 
事業者・ 
医療保険者 

都民 

 ○総合的ながん対策の策定 ○ 

 ○普及啓発、検診の質の向上の推進 ○ ○ ○ 

 ○がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組の検討 ○ ○ ○ 

 ○職場におけるがん検診の実態の正確な把握 ○ 

 ○都道府県計画の策定 ○ 

 ○受診率向上・精度管理に係る区市町村等関係団体の取組支 
   援・連携促進 

○ 

 ○がん検診・精度管理・事業評価の実施 ○ 

 ○従業員や医療保険加入者のがん検診・精密検査受診の勧奨 ○ 

 ○早期発見、早期治療の観点からの適切な検診・検査受診 ○ 
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取組の評価【② がん医療提供体制の整備】 

【医療提供体制の整備】 
 

■ 国が指定する「都道府県がん診療連携拠点病院」

や「地域がん診療連携拠点病院」「地域がん診療病
院」に加えて、国拠点病院と同等の診療機能を有す
る「東京都がん診療連携拠点病院」、がんの部位（肺、
胃、大腸、肝、乳及び前立腺）ごとに充実した診療機
能を有する「東京都がん診療連携協力病院」を指定。 
 

■ 都のがん医療水準の向上と拠点病院等の連携体

制の構築を図るため「東京都がん診療連携協議会」
を設置。 
 

■ 拠点病院等と地域の医療機関の連携を図るため、
「地域連携クリティカルパス」を整備。 

【人材の育成】 
 

■ 拠点病院のがん医療を中心となる医師や、地域

のかかりつけ医やメディカルスタッフ等を対象とした
研修の実施 

【普及啓発】 
 

■ がんポータルサイトを開設 

  拠点病院等の指定状況、がんの地域連携クリティ
カルパスやセカンドオピニオンに関する問合せ窓口
等、治療・療養に役立つ情報を提供。 

● 拠点病院等の整備状況【②－Ａ】 
  ・ 都道府県がん診療連携拠点病院   ２か所 
  ・ 地域がん診療連携拠点病院     25か所 
  ・ 地域がん診療病院                        １か所 
  ・ 東京都がん診療連携拠点病院     ８か所 
  ・ 東京都がん診療連携協力病院    22か所 
 

● がん患者の受療動向【②－Ｂ】 
  患者は、大病院であるがん診療連携拠点病院を選択 
 することが多く、手術等の治療が終了しても、外来等で 
 診療を継続していることが多い。 
 
 

 

◆  拠点病院だけでなく、より身近な地域の医療機関も 
  含めた医療連携の促進が必要 
 

◆  がん医療に携わる医師、看護師、薬剤師等の様々な 
  職種が連携した、個々の患者のニーズに対するチーム 
  医療の充実が必要 
 

◆ 拠点病院や地域の医療機関における、 手術や治療 
  の副作用等から生じる筋力低下に対する、適切なリハ 
  ビリテーションの提供体制の実態が把握できていない。 
 

◆  拠点病院等の機能や治療方法、 在宅も含めた医療 
 提供体制などの情報提供について、一層の充実が必要 
 
 

  

取組 分析評価 
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②がん医療提供体制の整備 

＜がん拠点病院等の整備状況＞ 【②－Ａ】 

 ・ がん医療の中心的な役割を担う拠点病院として、国の指定するがん診療連携拠点病院に加えて、都独自に 
  東京都がん診療連携拠点病院とがん診療連携協力病院を指定。 

 ・ 集学的治療の実施体制を充実するとともに、地域の医療機関との連携の推進など都内のがん医療提供体制 
  を構築 
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＜がん患者の受療動向＞ 【②－Ｂ】  

 ・ 2014年にがん診療連携拠点病院等を受療したがん患者のうち、他の二次保健医療圏に居住する患者 

  の割合は38.2％、他道府県に居住する患者の割合は27.3％。 

 ・ 特に区中央部では、約９割が区中央部以外の患者となっており、高度かつ専門的な診療機能を有する 

  医療機関を都道府県や二次保健医療圏を越えて受療。 

②がん医療提供体制の整備 
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【就労継続への支援・就労支援の推進】 
 

■ 拠点病院等に設置するがん相談支援センターに 
 おいて、患者や家族等からの就労に関する相談に 
 も対応。 
 

■ 企業や事業所に対して、がん患者が働き続けら 
 れる職場環境づくりを行えるよう、 シンポジウムの 
 開催やハンドブックの作成による理解促進、従業員 
 向けの研修用教材を作成。 
 

■ がんに罹患した従業員の治療と仕事の両立への  
 優良な取組を行う企業を募集し、表彰するとともに、  
 その取組を事例紹介集として、他社へ普及啓発。 

【普及啓発】 
 

■ がんポータルサイトによる患者や家族、都民、 
 企業等への理解を促進。 

 

◆ 小児がんやＡＹＡ世代のがんの事例について、その 
 把握と適切な診療・支援体制の構築が必要。 
 

◆ 早期に発見し、適切に治療につながることで、治る 
 可能性が高まる病気になりつつあることが十分に理解 
 されていない。 
 

◆ 自宅や職場に近いところで、通院治療を受けられる 
 医療機関や介護施設との連携体制の整備が不十分 
 
 

【医療提供体制の整備】 
 

■ 国の指定する小児がん拠点病院に加え、都独自 
 に東京都小児がん診療病院を認定し、東京都小児 
 がん診療連携ネットワークを構築。 
 

■ 拠点病院等で患者の就労相談に応じる看護師や 
 ＭＳＷ等を対象に、就労に関する社会制度など基 
 本知識を習得する相談支援員向け研修を開催。 

● 小児がん・ＡＹＡ世代の医療提供体制【③－Ａ－ａ、ｂ】 
  小児がんは診療連携ネットワークの構築を進めている 
 が、小児がんやＡＹＡ世代のがんは希少なため、事例が 
 十分に蓄積されていない。 
  ・ 小児がん拠点病院         2か所 
  ・ 東京都小児がん診療病院     11か所 
 

● がん患者の就労の状況【③－Ｂ】 
  がんと診断された時に就労していた人のうち約25％が 
 退職。また、相談先が分からず、十分に相談しないうち 
 に自ら退職を選択。 
 

● がん患者の家族の仕事への影響【③－Ｃ】 
  付添い等のため、約４割が仕事に影響を与えている。 
 

● 終末期の迎え方【③－Ｄ】 
  人生の最終段階（終末期）を迎えた場合、約28％が 
 自宅で過ごすことを希望。 
    

取組の評価【③ がんとの共生のための医療・支援体制】 

取組 分析評価 
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③がんとの共生のための医療・支援体制 

 ＜ライフステージごとの課題＞  

 ・ 小児がん及びＡＹＡ世代のがんは、多種多様ながん種があり、乳幼児期から小児期、思春期・若年成人世代 

  といった時期に発症。薬物療法や放射線治療の影響により、二次がんや成育不良、不妊といった晩期合併症が 

  生じるなど、成人のがんとは異なる対策が必要。 

 ・ 働く世代のがん患者については、就労継続等の支援が求められる。 

 ・ 高齢のがん患者については、医療だけでなく介護とも連携した地域の体制作りが必要。 
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 ＜小児がん＞ 

 ・ 小児がんは、主に15歳までの小児に発症する希少がんの総称。  

 ・ わが国では、年間2,000～2,500人の子供が小児がんと診断されている。  

 ・ 都内で新たにがんと診断された０歳から14歳までの子供は、年間で約270人 

     （東京都のがん登録（2012年奨励報告書）（平成29年７月）（東京都福祉保健局））  

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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＜小児がんの医療提供体制＞【③－Ａ－ａ】 

 ・ 都は、小児がん患者の診療実績のある都内の１１病院を「東京都小児がん診療病院」として認定し、国の 

  指定する小児がん拠点病院との「東京都小児がん診療連携ネットワーク」を構築。 

 ・ 一方、小児がんの在宅医療に対応できる地域の医療機関は少なく、小児がん患者や家族が在宅医療を 

  希望した際の医療提供体制の整備が必要。 

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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＜ＡＹＡ世代の医療提供体制＞【③－Ａ－ｂ】 

 ・ ＡＹＡ世代 （主に15歳以上40歳未満の思春期及び若年成人世代） に発症するがんに対する診療体制 

  は定まっていない。 

 ・ 小児がん診療科で治療を行う場合と成人診療科で治療を行う場合があり、小児と成人領域の狭間で、 

  患者が適切な治療を受けられていないおそれがある。 

 ・ 小児やＡＹＡ世代の患者に対するリハビリテーションの実施状況も明らかでない。 

 ・ 小児やＡＹＡ世代の患者は、40歳未満であることから 在宅サービスを利用する際の経済的負担や、 

  介護する家族の負担が大きい。 

小児がん診療科 成人診療科 密に連携 

 ◆ ＡＹＡ世代の患者が、小児がん診療科と成人診療科のどちらを受診しても、適切な治療が受けられるよう、 

  小児がんのネットワーク参画病院と成人の拠点病院等との連携体制が必要。 

 ◆ 小児やＡＹＡ世代の患者に対するリハビリテーションの実施状況を把握し、充実させていくことが必要。 

 ◆ 介護保険の適用対象でない患者の不安や介護者の負担の軽減等、在宅療養における実態やニーズ等を 

  把握し、必要な支援を充実していくことが必要。 

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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第３章 都の取組の評価 



＜働く世代の退職の状況＞【③－Ｂ】  

 ・ がんと診断された時にすでに就労していた人の24.7％が退職。 

 ・ その後、再就職をしていない人に退職の理由を尋ねたところ、約77％が自ら退職を決めている。 

 ・ がんと診断された患者は、周囲に迷惑をかけたくない、体力面で就労継続が困難であると悩みながら、 

  相談先が分からず、医療機関や職場等に相談する前に離職を選択。 

 ・ 患者である従業員が治療と仕事を両立できる職場環境を整備できていない企業や事業所がある。 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る患者・家族調査報告書（平成29年３月）」（東京都福祉保健局） 

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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第３章 都の取組の評価 



＜働く世代が罹患した際の家族の状況＞【③－Ｃ】  

 ・ 家族ががんに罹患したことにより、仕事へ影響があった割合は、約４割となっている。 

 ・ また、付添い等の際に仕事を休むことがあった（ある）家族の割合は、全体の約６割と最も多く、次いで仕事を 

  軽減してもらった割合が約３割となっている。 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る患者・家族調査報告書（平成29年３月）」（東京都福祉保健局） 

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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 ◆ 仕事と治療の両立に関して実態を把握し、就労機関と連携した相談支援や働きながら治療が受けられる 

  医療提供体制の整備が必要。 

第３章 都の取組の評価 



＜高齢者＞【③－Ｄ】 

 ・ 高齢者のがん患者は、入院や一人暮らし、介護施設に入所しているなど様々であり、それぞれが 

  希望する場所で安心して療養を継続できる医療提供体制を整備していくことが必要。 

 ・ 人生の最終段階（終末期）を迎えた場合、自宅で過ごしたいという割合は、約28％。 

 ◆ 高齢のがん患者が安心して在宅療養できるよう、地域包括ケアシステムのもと、患者の 

  病状変化時に速やかに入院できる体制の確保等に向け、拠点病院等と地域の医療機関、 

  介護事業者との連携体制が必要。 

 ◆ 認知症を併発したがん患者の意思決定支援が必要。 

③がんとの共生のための医療・支援体制 
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第３章 都の取組の評価 



【医療提供体制の整備】 
 

■ 拠点病院等における 
 ・  二次保健医療圏内の在宅療養支援診療所等の 
  リスト及び在宅緩和ケア連携のマップ作成 
 ・  拠点病院内の緩和ケアチームと在宅緩和ケアを 
  専門とする医師等によるがん性疼痛管理を中心 
  とした緩和ケアに関する研修会の開催 
 ・ 緩和ケアセンターの整備による、緩和ケアチーム 
  や緩和ケア外来の運営、相談支援センターや在 
  宅医療機関等との連携及び緊急緩和ケア病床の 
  確保 
 

■ 民間病院等が行う緩和ケア病棟整備に対する 
  助成 
 

■ 専門性の高い緩和ケアを提供する緩和ケア病棟  
  の設置 

【人材の育成】 
 

■ 拠点病院等における緩和ケアチーム実地研修や 
  医師向け緩和ケア研修会の実施 

【普及啓発】 
 

■ リーフレット等を活用した、緩和ケアや医療用麻薬 
 に関する正しい知識の普及 
■ 拠点病院等のがん相談支援センターにおける、 
 緩和ケアを含むがん医療等に関する情報提供 

● 緩和ケア病棟の整備状況 

   30病院 計598床 
 

● 人材の育成 
   約1万2千人の医師が緩和ケア研修会を受講 
 

● 「緩和ケア」や「緩和ケアチーム」への理解 
   『がんと診断された時から行う痛みなどを和らげる 
 ケア』 と認識している患者の割合は約２割にとどまって 

 おり、緩和ケアチームの認知度も約36％ 
 

● 緩和ケアの実施状況 
   身体的苦痛や 精神的心理的、社会的苦痛の緩和が 
  十分に行われていない患者が３～４割ほどいるとの指摘。 
 

● 終末期の過ごし方 

  患者の約27.7％が 「苦痛や不快な症状のケアや体調 
 管理を近隣の往診を受けながら、自宅で過ごしたい」 と 
 希望                      

◆ 緩和ケア病棟以外の一般病床など地域の医療機関 
  での緩和ケアの提供は一部でしか進んでいない。 
 

◆ 今後、緩和ケア病棟の役割を明確化し、機能分化の 
  促進が必要。 
 

◆ 都民に対する緩和ケアに関する理解の促進が必要。 
 

◆ 医師以外の在宅での緩和ケアを担う看護師など医療 
  従事者や介護従事者における緩和ケアの知識や対応 
  力などの育成が不十分 

取組の評価【④ 緩和ケア医療提供体制の充実】 
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取組 分析評価 

第３章 都の取組の評価 



④緩和ケア医療提供体制の充実 

＜緩和ケア病棟＞【④－Ａ】 
 ・ 都内には、30病院 計598床の緩和ケア病棟を設置。 
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【西多摩】
(21)日の出ヶ丘病院
(22)公立阿伎留医療
センター

【南多摩】
(23)聖ヶ丘病院
(24)多摩南部地域病院
(25)町田市民病院

【北多摩南部】
(26)桜町病院
(27)野村病院

【区西南部】
(9)日本赤十字社
医療センター

【区南部】
(6)ＮＴＴ関東病院
(7)東京ちどり病院
(8)東芝病院

【区東部】
(18)賛育会病院
(19)がん研有明病院
(20)東京さくら病院

【北多摩北部】
(28)救世軍清瀬病院
(29)国立病院機構東京病院
(30)信愛病院

【区西北部】
(15)豊島病院
(16)健康長寿医療

センター
(17）王子生協病院

【区中央部】
(1）聖路加国際病院
(2) 永寿総合病院
(3）駒込病院
(4）東京医科歯科大学医学部
附属病院

(5)東京逓信病院
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【区西部】
(10)東京新宿メディカル
センター

(11)佼成病院
(12)ブース記念病院
(13)東京衛生病院
(14)越川病院
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※平成２７年１０月１日現在、緩和ケア病棟の施設基準の届出医療機関

（★は、平成２７年９月２８日開設のため届出はない。）

4

（１） 聖路加国際病院 23床 中央区 （16） 東京都健康長寿医療センター 20床 板橋区
（２） 公益財団法人ライフ・エクステンション研究所　永寿総合病院 16床 台東区 （17） 東京ほくと医療生活協同組合　王子生協病院 25床 北　区
（３） 東京都立駒込病院 22床 文京区 （18） 社会福祉法人賛育会　賛育会病院 20床 墨田区
（４） 東京医科歯科大学医学部附属病院 15床 文京区 （19） 公益財団法人がん研究会　有明病院 25床 江東区
（５） 東京逓信病院 18床 千代田区 （20） 医療法人社団城東桐和会　東京さくら病院 38床 江戸川区
（６） ＮＴＴ東日本関東病院 16床 品川区 （21） 医療法人社団崎陽会　日の出ケ丘病院 20床 日の出町
（７） 医療法人社団メドビュー　東京ちどり病院 14床 大田区 （22） 公立阿伎留医療センター 16床 あきる野市
（８） 東芝病院 16床 品川区 （23） 医療法人社団珠光会　聖ヶ丘病院 11床 多摩市
（９） 日本赤十字社医療センター 18床 渋谷区 （24） 公益財団法人東京都保健医療公社　多摩南部地域病院 16床 多摩市
（10） 独立行政法人地域医療機能推進機構　東京新宿メディカルセンター 20床 新宿区 （25） 町田市民病院 18床 町田市
（11） 立正佼成会附属　佼成病院 20床 杉並区 （26） 社会福祉法人聖ヨハネ会　桜町病院 20床 小金井市
（12） 救世軍ブース記念病院 20床 杉並区 (27) 医療法人財団慈生会　野村病院 12床 三鷹市
（13） 医療法人財団アドベンチスト　東京衛生病院 20床 杉並区 （28） 宗教法人救世軍　救世軍清瀬病院 25床 清瀬市
（14） 医療法人社団杏順会　越川病院 34床 杉並区 （29） 独立行政法人国立病院機構　東京病院 20床 清瀬市
（15） 公益財団法人東京都保健医療公社　豊島病院 20床 板橋区 （30） 社会福祉法人信愛報恩会　信愛病院 20床 清瀬市

 ◆ 緩和ケア病棟には、看取りまでを含めた終末期の患者を受け入れる病床のほか、運用により、在宅療養患者の 

  病状変化時の一時的な緊急入院の役割を担う病床もあり、また、一般病床においても、 緩和ケア病棟と同様に、 

  人生の終末期の患者を受け入れている 医療機関もあり、今後、緩和ケア病棟の機能分化のあり方 （緊急入院に 

  も対応できる緩和ケア病棟と従来の療養中心のホスピス・緩和ケア病棟等） を検討する必要がある。 

第３章 都の取組の評価 
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緩和ケア研修会 受講修了者数（累計） 

④緩和ケア医療提供体制の充実 

＜緩和ケア研修会修了者＞【④－Ｂ】 

 ・ 都内では、国拠点病院だけでなく、都拠点病院等の医師も含め、約１万２千人の医師が緩和ケア 

 研修会の受講を修了 （平成29年３月末時点） し、基本的な緩和ケアの普及が進んでいる。 

出典：福祉保健局調べ 
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＜緩和ケアのイメージ＞【④－Ｃ】 

 ・ 緩和ケアは、我が国では終末期医療として発展してきたため、以前は、終末期のケア （ターミナルケア） 

 であるという認識が一般的だったが、現在では、身体的・精神的・社会的苦痛の全人的な苦痛への対応 

 （全人的なケア） を診断時から行うことを通じて、患者と家族のＱＯＬ（生活の質） の向上を目標とするもの 

 とされている。 

 ・ しかし、緩和ケアのイメージとして、「抗がん剤や放射線の治療などができない状態の方に対する痛みなど 

 の苦痛を軽減するためのケア」 が37.8％で最も多く、「がんと診断された時から行う痛みなどを和らげるケア」 

 は20.4％と相対的に少ない状況となっている。 

④緩和ケア医療提供体制の充実 
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第３章 都の取組の評価 



＜緩和ケアにおける現状＞【④－Ｄ】 

 ・  拠点病院等では、患者が抱えるがん疼痛等の苦痛に迅速に対応するため、苦痛のスクリーニングを 

 実施しているが、拠点病院に通院、入院する患者のうち 27％ が、病院で、身体的な痛みや精神的な 

 つらさなどについて 「問診を受けたり、回答を依頼されたことはない」 と 回答。 

 ・  また、苦痛のスクリーニングにより、患者の苦痛が汲み上げられた場合、主治医から緩和ケアチーム 

 につなぐ必要があるが、この体制が機能していない、 施設内の連携が不足し、緩和ケアチーム、緩和 

 ケア外来、がん看護外来、薬剤部門、栄養部門等による施設全体の緩和ケアの機能が十分に発揮され 

 ていない可能性がある。 

④緩和ケア医療提供体制の充実 
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＜緩和ケアチームとその認知度＞【④－Ｄ】 

 ・ 拠点病院等は、がんと診断された時から、がんに携わる医療従事者により緩和ケアを提供。 さらに、緩和 

 ケアに関する専門的な知識と技術を持つ医師や看護師のほか、薬剤師、心理士、栄養士を配置した 「緩和 

 ケアチーム」 を設置し、患者の治療に当たる主治医と協働して、緩和ケアを提供。 

 ・ 加えて、都道府県がん診療連携拠点病院は、「緩和ケアセンター」 （「緩和ケアチーム」 「緩和ケア外来」 

 「緩和ケア病棟」 等の専門的な緩和ケアを統括する院内拠点組織） を設置。 

 ・ 一方、緩和ケアチームの認知度は、約６割が知らないなど、十分に認知されていない状況となっている。 

④緩和ケア医療提供体制の充実 

出典：「東京都がん対策推進計画に係る患者・家族調査報告書（平成29年３月）」（東京都福祉保健局） 

66 

第３章 都の取組の評価 



＜在宅緩和ケアの推進＞【④－Ｅ】  

 ・ 人生の最終段階 （終末期） を 「苦痛や不快な症状のケアや体調管理を近隣の往診を受けながら、 

 自宅で過ごしたい」 と思う者が 27.7％ と最も多くなっている。 

 ・ 在宅医療には、病院や診療所、訪問看護ステーション等の医師、看護師、薬剤師等の医療従事者 

 や介護福祉士など、様々な職種が関わることから、 拠点病院等での治療後も、切れ目なく 在宅で 

 質の高い緩和ケアを提供するため、 在宅医療を支える 医療機関等の多様な医療従事者や介護従 

 事者の連携、緩和ケアに関する知識・技術の向上を図ることが必要。 

緩和ケア医療提供体制の充実 
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第４章  今後の都の取組の方向性 
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  ● 検診関係データの分析・活用 
   ・ レセプトデータや、区市町村の 
   検診データ、取組内容等を収集・ 
   分析、区市町村等への提供 
 
 
  ● 区市町村の取組促進 
   ・ 各区市町村の受診率とともに、 
   上記の分析結果等について見える 
   化を進め、区市町村による、地域 
   の実情に応じた受診率向上のため 
   の積極的な取組（土日検診の実施 
   等）を促進 

今後の取組の方向性【① がん検診受診率の向上】 

① 

が
ん
検
診
受
診
率
の
向
上 

現状の都の取組 

 ・がん予防・検診  
 受診率向上事業 

 ・地域の受診率・ 
 精度管理向上 
   事業 
  （技術的支援） 

・包括補助事業 
  （財政的支援） 

 ・がん検診受診 
 促進事業 

分析・評価 

 ・受診率は、いずれも４０％ 
  前後にとどまっている。 
 

 ・精密検査の受診率につい 
   ては、いずれも９０％には 
  達していない。 
 

 ・がん検診におけるメリット、 
 デメリットや、精密検査対象 
 となったら必ず精密検査を 
 受ける必要があること等に 
 ついて、都民の理解が未だ 
 不十分。 
 

・職域検診においては、制度 
 上の位置づけが明確でな  
  く、実施状況の把握や精度 
  管理が不十分。 
 

・指針に基づくがん検診を実 
 施していない区市町村や精 
 密検査対象者の受診状況  
 や結果の把握が不十分な 
 区市町村がある。  

取組の方向性 

 がん検診受診率の向上を図るために、以下の方向性が考えられる。 
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取組の
充実 

第４章 今後の都の取組の方向性 



 ● 地域医療の充実及び機能分化・ 
  連携強化 
  ・ 身近な地域でも継続して質の高 
   いがん医療が提供できるよう、地域 
   の医療機関のがん医療や転退院支 
  援の充実に向けた取組を推進 
 

  ・ 拠点病院や地域の医療機関にお 
  ける、診断されたときからのがんリハ 
  ビリテーションの提供について検討 
 

 ● ＩＣＴの活用による連携体制の強化 
  ・ 拠点病院から地域の医療機関 
   へ、より広域的な医療連携を進め、 
   地域の関係者のより緊密な連携を 
   可能とするため、ＩＣＴを活用し患者 
   情報を共有する地域医療連携ネット 
   ワークを構築 
 

 ● 都民への普及啓発 
  ・ 症状に応じて地域の医療機関で 
   も可能な治療や医療体制について、 
   患者への情報提供を充実 
 

  ・ がんポータルサイトの内容を充実  

取組の
充実 

今後の取組の方向性【② がん医療提供体制の整備】 

② 

が
ん
医
療
提
供
体
制
の
整
備 

現状の都の取組 

 ・がん診療連携 
 拠点病院事業 

 ・東京都がん診療 
 連携拠点病院 
 事業 

 ・がんポータル 
 サイ ト 

 ・地域医療構想 
 推進事業 

分析・評価 

 ・ がん診療連携病院を選択 
 することが多く、治療が終 
 了しても、外来等で診療を 
 継続していることが多い。 
 

・ 拠点病院だけでなく、地域 
 の医療機関も含めた医療 
 連携の促進や、より身近な 
 地域の医療機関で継続で 
 きる体制の充実が必要。 
 

 ・ 個々の患者に応じた医師、 
 看護師、薬剤師等による  
 チーム医療の提供が求め 
 られる。 
 

 ・ 拠点病院や地域の医療機  
 関における、適切なリハビ 
  リテーションの提供体制の 
  実態が把握できていない。 
 

 ・ 拠点病院等の機能や治療  
 方法、在宅も含めた医療提 
 供体制などの情報提供に 
  ついて、一層の充実が必要 

取組の方向性 

 がん医療提供体制の整備を推進するために、以下の方向性が考えられる。 

第４章 今後の都の取組の方向性 
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 ● 小児・ＡＹＡ世代患者への支援 
   ・ ＡＹＡ世代の患者が適切な治療を 
    受けられる、小児がんネットワーク 
      参画病院と成人の拠点病院等との 
      連携体制を構築し、患者情報の共 
   有・患者支援の方法等を検討 
 

  ・ 介護保険の適用対象でない患者 
   の不安や介護者の負担軽減等、実 
     態やニーズを把握し、支援策を検討 
 

● 治療と仕事の両立に向けた支援 
  ・ 働きながら治療を受けられるよう、 
   患者のニーズ等把握するほか、相 
   談支援体制や、職場や自宅の近くで 
     治療可能な医療提供体制を整備 
 

 ● 高齢のがん患者への支援 
  ・ 安心して在宅療養ができるよう、 
   地域の医療機関、介護事業者との 
     連携体制の整備や認知症を併発し 
     たがん患者に対する意思決定支援 
     のあり方を検討 

今後の取組の方向性【③ がんとの共生のための医療・支援体制】 

③ 

が
ん
と
の
共
生
の
た
め
の
医
療
・支
援
体
制 

現状の都の取組 

 ・東京都小児がん 
 診療連携推進事 
 業 

 ・ＡＹＡ世代等がん 
 患者支援事業 

 ・がん患者の治療

と仕事の両立支援
事業 

分析・評価 

 ・ 小児がんやＡＹＡ世代の 
 がんは、事例が十分に蓄積 
 されていないことから、その 
 把握と適切な診療・支援体 
 制の構築が必要 
 

 ・ 小児がんやＡＹＡ世代の 
 患者は40歳未満であり、在 
 宅サービスを利用する際の 
 経済的負担や、介護する家 
 族の負担が大きいと推測。 
 

 ・ がんは、早期発見し、適切 
 な治療により、治る可能性 
 が高まる病気になりつつ 
 あるが、都民にも企業にも 
 十分に理解されていない。 
 

 ・自宅や職場に近いところで、 
 通院治療を受けられる医療 
 機関や介護施設などの情 
 報や医療連携体制の整備 
 が十分ではない。 

取組の方向性 

 がんとの共生のための医療・支援体制を推進するために、以下の方向性が考えられる。 

取組の
充実 
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第４章 今後の都の取組の方向性 



 ● 切れ目ない緩和ケア体制の整備 
  ・ 診断直後から切れ目なく緩和ケア 
  が提供されるよう、病院内の緩和ケ 
  アチームと 他の部門等との連携強 
  化や、患者への十分な情報提供等を 
  促進。 
 

 ● 地域での緩和ケア体制の充実 
  ・ 円滑な在宅緩和ケアへの移行に 
  向けた医療機関間の患者情報の共 
  有化や連携を促進 
 

  ・ 患者が望む場所で緩和ケアを受 
   けられるよう、現状の把握を詳細に 
     行った上で、緩和ケア病棟のほか、 
     地域の医療機関の一般病床の活用 
     等により、緩和ケア体制を充実 
 

 ●  緩和ケアに携わる人材の育成 
  ・ 地域の医療従事者や介護従事者 
  が、がんや緩和ケアに関する基本的 
  な知識を身に付けることができるよ 
  う、人材育成の取組を充実 

今後の取組の方向性【④ 緩和ケア医療提供体制の充実】 

現状の都の取組 

 ・緩和ケア推進 
 事業 

 ・緩和ケア病棟 
 施設設備整備費 
 補助 

分析・評価 

 ・身体的苦痛や精神的心理 
 的、社会的苦痛の緩和が 
 十分に行われていないが 
 ん患者が３～４割ほどいる 
 との指摘。 
 

 ・緩和ケア病棟以外の一般 
 病床など地域の医療機関 
 での緩和ケアの提供はまだ 
 一部でしか進んでいない。 
 

 ・緩和ケア病棟の役割を明 
 確化し、機能分化を進めて 
 いくことが必要。 
 

 ・都民に対する緩和ケアに 
 関する理解の促進が必要 
 

 ・医師以外でも、在宅での緩 
 和ケアを担う看護師など医 
 療従事者や介護従事者に 
 は緩和ケアの知識や対応 
 力が不足している現状。 

取組の方向性 

 緩和ケア医療提供体制の充実を図るために、以下の方向性が考えられる。 
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④ 

緩
和
ケ
ア
医
療
提
供
体
制
の
充
実 

取組の
充実 

第４章 今後の都の取組の方向性 



◆ 中長期的な視点に立ち、データの分析、区市町村や医療機関における現状や 
 取組状況、がん患者及び家族のニーズを詳細に把握・検証し、結果を踏まえ、がん施策の取組を充実 

  がんにおける保健医療提供体制のあるべき姿の実現に向け、戦略的に取組を推進 

◆ さらに、がんにおける分析や取組を、脳卒中、心血管疾患、糖尿病などの疾病や救急医療、災害医療、 
 へき地医療、周産期医療、小児医療にも応用し、都の医療提供体制を充実 

◆ 取組の成果を都民にも普及し『がん患者を含めた都民が、がんを知り、がんの克服を目指す』社会を構築 
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第７次東京都保健医療計画 

 

医療法第３０条の４に基づく「医療計画」を含む、 
東京都の保健医療施策の方向性を明らかにする基本
的かつ総合的な計画 

東京都保健医療計画とは 

平成３０年度から平成３５年度までの６年間（計画
期間中であっても必要に応じて見直し。） 

計 画 期 間 

都の保健医療を取り巻く状況 

0

50

100

150

200

250

300

昭和25

(1950)

35
(1960)

45
(1970)

55
(1980)

平成2

(1990)

12
(2000)

22
(2012)

28
(2017)

死
亡
率
（
人
口
１
０
万
対
）

がん 心疾患 脳血管疾患 肺炎 自殺 結核

主要死因別死亡率の年次推移（東京都） 医療施設に従事する医師数（東京都） 年齢３区分別人口の推移と将来人口推計（東京都） 

＜４つの基本目標＞ 
Ⅰ 高度医療・先進的な医療提供体制の将来にわたる進展 
Ⅱ 東京の特性を生かした切れ目のない医療連携システムの構築 
Ⅲ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実 
Ⅳ 安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成 

誰もが質の高い医療を受けられ、 
安心して暮らせる「東京」 

東京の将来の医療～グランドデザイン～ 

 
 

○ 超高齢者社会を迎え、医療・介護サービ 
 スの需要が増大しても、質の高いサービス  
 を提供 

○ 少子化が進む中にあっても、安心して子 
  供を産み育てることができる環境づくり 

○ 医療・介護人材が、出産や育児、定年退 
 職等のライフステージに応じて働き続けら 
 れる環境づくり 

222万人 240万人 256万人 239万人 213万人 173万人 150万人 142万人 142万人 148万人 152万人 160万人 159万人 153万人 145万人 138万人

818万人
842万人 836万人

831万人 864万人
879万人

871万人

869万人 870万人 885万人 873万人
904万人 913万人 902万人

867万人
813万人

47万人
59万人 73万人 89万人 106万人 124万人 153万人 191万人

230万人
264万人 301万人 321万人 326万人 339万人

363万人
394万人

4.3 

29.3 

0
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25
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800
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1,200

1,400

1,600

昭和40

(1965)

45

(1970)

50

(1975)

55

(1980)

60

(1985)
平成2

(1990)

7

(1995)

12

(2000)

17

(2005)

22

(2010)

27

(2015)

32

(2020)

37

(2025)

42

(2030)

47

(2035)

52

(2040)

％万人

年

将来人口

高齢者人口(65歳以上)

生産年齢人口(15歳以上65歳未満)

年少人口(15歳未満)

高齢者人口割合

（注）（ ）内は総人口。四捨五入や、実績値の総数には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。
資料：総務省「国勢調査」等より作成（平成３２年以降は平成２７年国勢調査結果をもとにした東京都政策企画局による推計）

（1,352万人）
（1,398万人）（1,394万人）

参考資料 
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第７次東京都保健医療計画 計画の内容① 

 
 
第１節 都民の視点に立った医療情報 
 
第２節 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 
 
第３節 生涯を通じた健康づくりの推進 

１ 生活習慣の改善（栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙等） 
○ 未成年者の喫煙防止、受動喫煙防止対策、健康的な食生活に対する普 
 及啓発 
 

２ 母子保健・子供家庭福祉 
 

３ 青少年期の対策 
 

４ フレイル・ロコモティブシンドロームの予防 
○ 望ましい生活習慣の実践に関する普及啓発 
○ 住民主体の通いの場づくりを推進 
 

５ ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）の予防 
○ ＣＯＰＤに関する正しい知識の普及 
 

６ こころの健康づくり 
 

７ 自殺対策の取組 
 
 

第１章 健康づくりと保健医療体制の充実 

第１章 計画の考え方 
第２章 保健医療の変遷 
第３章 東京の保健医療をめぐる現状 
第４章 東京の将来の医療（地域医療構想） 
第５章 保健医療圏と基準病床数 
第６章 計画の推進体制 

第１部 保健医療福祉施策の充実に向けて  

第２部 計画の進め方  

 

 
 

第４節 切れ目のない保健医療体制の推進 

１ がん 
○ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 
○ 患者本人の意向を尊重し、トータルケアの視点を持ったがん医療の推進 
  
２ 脳卒中 
○ 脳卒中を予防する生活習慣や再発予防及び疾患特性等に関する都民・患 
  者への理解促進 
○ 急性期から在宅療養に至るまで一貫したリハビリテーションの提供 
○ 地域における医療・介護サービスの連携体制の充実 
 
３ 心血管疾患 
○ 心血管疾患を予防する生活習慣に関する都民への理解促進 
○ 東京都ＣＣＵネットワークを活用し、速やかに専門的な医療につながる 
  体制の確保 
○ 早期退院の促進から重症化予防・再発予防までの継続的な支援 
 
４ 糖尿病 
○ 糖尿病・メタボリックシンドロームの予防に関する都民への理解促進 
○ 登録医療機関制度を活用した地域で実効性ある糖尿医療連携体制の構築 
 
５ 精神疾患 
○ 精神科や一般診療科に加え、相談支援機関等の関係機関との連携体制を  
  構築し、「日常診療体制」を強化 
○ 身近な地域で症状に応じた適切な医療を受けられるよう「精神科救急医 
  療体制」を整備 
○ 精神科病院から地域への移行及び定着の取組の推進と「地域生活支援体 
  制」の充実 
 
６ 認知症 
○ 認知症の人が容態に応じて適切な医療・介護・生活支援等を受けられる 
  体制の構築 
 
７ 救急医療 
○ 保健・医療・介護関係者の連携の下、高齢者が迅速・適切に救急医療を 
  受けられる体制の確保 
○ 救急相談体制の充実を図るとともに、救急車の適正利用を推進し、搬送 
  時間を短縮 

参考資料 
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第７節 医療安全の確保等 
第８節 医療費適正化 
 

 
 
第１節 高齢者保健福祉施策 
第２節 障害者施策 
 

第２章 高齢者及び障害者施策の充実 

 
 
第１節 健康危機管理の推進 
第２節 感染症対策 
第３節 医薬品等の安全確保 
第４節 食品の安全確保 
第５節 アレルギー疾患対策 
第６節 環境保健対策 
第７節 生活衛生対策 
第８節 動物愛護と管理 
 

第３章 健康危機管理体制の充実 

 
 
第１節 行政の果たすべき役割 
１ 区市町村・東京都・国の役割 
２ 東京都の保健所・研究機関の役割 
第２節 医療提供施設の果たすべき役割等 
１ 医療機能の分化・連携の方向性 
２ 果たすべき役割 
第３節 保険者の果たすべき役割 
第４節 都民の果たすべき役割 

第４章 計画の推進主体の役割 

第７次東京都保健医療計画 計画の内容② 

８ 災害医療 
○ 地域の実情を踏まえて災害拠点病院等を整備し、医療機関の受入体制 
  を充実 
○ 災害時に円滑な医療救護活動を行う区市町村の体制強化への支援 
○ 災害医療派遣チーム「東京ＤＭＡＴ」の体制強化 
 

９ へき地医療 
○ 医療従事者の確保やへき地医療の普及・啓発活動の支援 
○ へき地勤務医師の診療活動や診療施設・設備等の診療基盤の整備への 
  支援 
  

10 周産期医療 
○ リスクに応じた妊産婦・新生児へのケアの強化 
○ 母体救命が必要なハイリスク妊産婦への対応の強化 
○ ＮＩＣＵ等長期入院児に対する在宅移行支援の強化 
 

11 小児医療 
○ こども救命センターにおける迅速かつ適切な救命処置から円滑な転退 
  院支援や、患者・家族への支援 
○ 小児医療に関する普及啓発・相談支援事業の推進 
○ 小児医療を担う人材の確保や、小児等在宅医療の提供体制の整備 
 

12 在宅療養 
○ 区市町村を実施主体とした、在宅医療と介護を一体的に提供する取組 
  の推進 
○ 入院時（前）から、病院、地域の保健・医療・福祉関係者と連携した 
  入退院支援の取組の推進 
○ 在宅療養に関わる人材の育成・確保に向けた取組の推進 
 

13 リハビリテーション医療 
 

14 外国人患者への医療 
○ 外国人患者受入れ医療機関の整備 
○ 外国人向け医療情報等の効果的な提供 
○ 外国人患者が症状に応じて安心して受診等ができる仕組みの構築 
 

第５節 歯科保健医療 
第６節 難病患者等支援及び血液・臓器移植対策 
１ 難病患者支援対策 
２ 原爆被爆者援護対策 
３ ウイルス肝炎対策 
４ 血液の確保・血液製剤の適正使用対策・臓器移植対策 
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東京都保健医療計画の推進体制 

◆ 地域における医療機能の分化と連携を促進するため、構想区域ごとに設置した「地域医療構想調整会議」を活 

 用し、医療機関が相互に協力し合い、補い合うことで、各医療機関が持つ医療機能を十分発揮するように働きか 

 ける。 

◆ 取組の実施状況は、医師や看護師等の医療を提供する立場の者や医療を受ける立場の者、学識経験者など 

 で構成する「東京都保健医療計画推進協議会」等において、都全域で共有し、各疾病・事業の進捗状況と照らし 

 合わせながら定期的に評価、見直しを行うなど、ＰＤＣＡサイクルを効果的に機能させる。 

◆ 医療を提供する体制の確保に関する重要事項については、「東京都医療審議会」において調査審議する。 
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